
 

 

 

 

 

 

 

環太平洋パートナーシップ（TPP）協定は、2015年10月5日に大筋合意、2016年2月4日に署名が行

われました。TPPは、世界のGDPの4割、日本からの輸出の3割を占める経済圏において日本企業に新

たな事業機会を創出するものとして期待されます。 

日本貿易振興機構（ジェトロ）では、中小・中堅企業をはじめとする日本企業が今後TPPを活用し海

外での市場開拓を進められるよう、TPPの特恵関税の活用に向けて、関税制度と原産地規則に関する

基本的な内容を解説するセミナーを開催いたします。 

TPPの特恵関税の活用に関するご理解を深めていただける絶好の機会ですので、多数の方のご参加

をお待ちしております。 

日 時 ： 2016 年 9 月 27 日（火）14：00～16：00（受付時間 13:30～） 

会 場 ： 経済会館 5階大会議室（奈良県奈良市東向中町６番地） 

※会場に駐車場のご用意はございません。公共交通機関か、近隣のコインパーキングをご利用下さい。 

定 員 ： ５０名（先着順）  

内   容 ： 
１．「環太平洋パートナーシップ（TPP）協定の概要について」30 分 

２．「TPP の特恵関税の活用について（関税編・原産地規則編）」60 分 

３．奈良県 TPP 関税・原産地証明制度相談窓口について 15 分 

４．質疑応答 15 分 

※講師については現在調整中でございます。 

参 加 費 ： 無料 

お 申 込 ： ① 下記ウェブページからお申し込みください。 

【お申し込み】：https://www.jetro.go.jp/customer/act?actId=B0040883Z 

※ジェトロウェブサイトからもアクセス可能です。 

トップページ ⇒ 「サービス」 ⇒ 「イベント情報（セミナー・展示会）」 

※複数名でのご参加の場合、お手数ですがお一人ずつユーザー登録と申込みをお願いします。 

②ＦＡＸでのお申込の受付も致します。お申込書に必要事項をご記入下さい。 

 
〆切：９月２３日（金） 

※定員に達した場合は〆切前に受付を終了する場合がございます。 

主 催 ： 日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部、（公財）奈良県地域産業振興センター 

共 催 

（予 定） 
： 

奈良県、大和郡山市、香芝市、三宅町、広陵町、南都銀行、奈良信用金庫、奈良中央信用

金庫、大和信用金庫、奈良県中小企業団体中央会、奈良県商工会議所連合会、奈良県商工

会連合会、三井住友海上火災保険（株）奈良支店、（株）日本政策金融公庫奈良支店、（株）

商工組合中央金庫奈良支店 

お 問 合 先 ： ジェトロ大阪本部ビジネス情報提供課 上田、古賀 

TEL: 06-4705-8620 Mail:osc-conso @jetro.go.jp 
 

 

 

 

環太平洋パートナーシップ（TPP）協定特恵関税活用セミナー 

～関税・原産地規則について～ 

 

※ 本セミナーお申込みでご記入いただいたお客様情報は、本セミナーの主催・共催団体において適切に管理し、主

催・共催団体の事業活動の評価及び業務改善、事業フォローアップの目的のために利用します。 

経済産業省委託 平成 27 年度 TPP 原産地証明制度普及・啓発事業 

https://www.jetro.go.jp/customer/act?actId=B0040883Z


日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部 ビジネス情報提供課 宛 

ＦＡＸ番号 ０６－４７０５－８６５０ 
 

 

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定特恵関税活用セミナー 

～関税・原産地規則について～ 

参加申込書 

 
日時・場所 

日時：2016 年９月 2７日（火） 14：00～16：00 

会場：経済会館 5 階大会議室 

住所：奈良県奈良市東向中町６番地 

貴社名 ＜名称＞フリガナ 

＜業種＞ 

ご出席者 ＜氏名＞フリガナ ＜所属＞ 

＜役職＞ 

ご連絡先 ＜ご住所＞ 

＜お電話＞ ＜ＦＡＸ＞ 

＜メール＞ 

 

受講票は発行致しません。当日お名刺を受付にお渡し下さい。 
 

 

※本セミナーお申込みでご記入いただいたお客様情報は、本セミナーの主催・共催団体において適切に管理し、主催・共催団

体の事業活動の評価及び業務改善、事業フォローアップの目的のために利用します。 

 

＜お問合せ先＞ 

日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部 ビジネス情報提供課 

担当：上田、古賀 

電話番号：０６－４７０５－８６20   Ｅメール：osc-conso@jetro.go.jp 

 


